
２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 315,410 497,456

現金 11,463 20,410

預け金 303,947 477,046

買入金銭債権 200,059 135,487

特定取引資産 57,626 61,592

商品有価証券 397 272

特定金融派生商品 57,229 61,320

有価証券 ※1, ※2, ※8  1,542,759 ※1, ※2, ※8  2,062,272

国債 861,322 1,480,571

地方債 6,784 3,581

社債 47,339 32,581

株式 235,401 208,442

その他の証券 391,911 337,094

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, ※8, ※9

3,457,921

※3, ※4, ※5, ※6, ※7, ※8, ※9

3,249,647

割引手形 953 498

手形貸付 125,646 92,079

証書貸付 3,043,865 2,893,209

当座貸越 287,456 263,860

外国為替 2,095 180

外国他店預け 2,095 180

その他資産 170,649 163,447

未決済為替貸 3 5

前払費用 676 663

未収収益 22,450 19,938

先物取引差入証拠金 2,521 2,564

先物取引差金勘定 － 7

金融派生商品 1,024 121

その他の資産 ※8  143,971 ※8  140,146

有形固定資産 ※10, ※11  29,558 ※10, ※11  29,046

建物 12,577 12,057

土地 14,295 14,295

リース資産 69 10

その他の有形固定資産 2,616 2,682

無形固定資産 20,102 19,684

ソフトウエア 19,783 19,387

リース資産 24 1

その他の無形固定資産 294 294

繰延税金資産 27,618 21,980

支払承諾見返 41,013 42,007

貸倒引当金 △22,891 △18,127

投資損失引当金 － △0

資産の部合計 5,841,921 6,264,676

― 176 ―



(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

預金 ※8  2,508,676 ※8  2,313,827

当座預金 31,041 41,228

普通預金 513,821 609,349

通知預金 10,403 5,012

定期預金 1,931,093 1,621,735

その他の預金 22,315 36,501

譲渡性預金 817,200 976,410

コールマネー ※8  521,427 ※8  582,328

債券貸借取引受入担保金 ※8  239,315 ※8  190,798

特定取引負債 63,028 63,532

特定取引有価証券派生商品 3 1

特定金融派生商品 63,024 63,531

借用金 ※8  301,900 ※8  785,670

借入金 ※12  301,900 ※12  785,670

外国為替 3 7

外国他店預り 3 3

外国他店借 0 －

未払外国為替 － 3

社債 ※13  126,700 ※13  88,500

信託勘定借 862,362 849,340

その他負債 31,541 25,939

未決済為替借 0 0

未払法人税等 466 472

未払費用 18,593 15,783

前受収益 2,219 1,881

従業員預り金 0 0

先物取引差金勘定 27 55

金融派生商品 927 50

リース債務 214 41

その他の負債 9,093 7,654

賞与引当金 1,972 1,956

偶発損失引当金 13,121 13,315

睡眠預金払戻損失引当金 1,200 1,150

支払承諾 41,013 42,007

負債の部合計 5,529,462 5,934,784
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

資本金 247,260 247,303

資本剰余金 15,395 15,439

資本準備金 15,395 15,439

利益剰余金 24,211 49,415

利益準備金 8,061 8,061

その他利益剰余金 16,150 41,354

繰越利益剰余金 16,150 41,354

自己株式 △137 △140

株主資本合計 286,730 312,018

その他有価証券評価差額金 31,225 22,580

繰延ヘッジ損益 △5,787 △5,093

評価・換算差額等合計 25,437 17,487

新株予約権 290 385

純資産の部合計 312,459 329,891

負債及び純資産の部合計 5,841,921 6,264,676
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

経常収益 186,988 175,670

信託報酬 48,514 48,773

資金運用収益 73,364 62,873

貸出金利息 54,217 46,516

有価証券利息配当金 15,225 13,681

コールローン利息 33 26

債券貸借取引受入利息 5 －

預け金利息 660 652

その他の受入利息 3,223 1,995

役務取引等収益 41,778 41,737

受入為替手数料 530 525

その他の役務収益 41,248 41,212

特定取引収益 4,192 3,239

商品有価証券収益 0 3

特定取引有価証券収益 136 42

特定金融派生商品収益 4,055 3,194

その他業務収益 9,152 13,379

外国為替売買益 265 －

国債等債券売却益 8,339 12,988

金融派生商品収益 545 202

その他の業務収益 1 188

その他経常収益 9,985 5,665

株式等売却益 2,223 4,347

その他の経常収益 ※1  7,761 1,318

経常費用 163,848 148,007

資金調達費用 28,472 20,339

預金利息 11,695 7,107

譲渡性預金利息 2,379 1,260

コールマネー利息 1,380 787

債券貸借取引支払利息 943 922

借用金利息 978 926

社債利息 2,390 2,227

金利スワップ支払利息 3,911 2,658

その他の支払利息 4,792 4,448

役務取引等費用 14,570 14,450

支払為替手数料 309 338

その他の役務費用 14,261 14,111

その他業務費用 1,932 3,340

外国為替売買損 － 90

国債等債券売却損 1,890 2,777

国債等債券償却 41 28

その他の業務費用 － 445
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業経費 100,204 95,983

その他経常費用 18,668 13,894

貸倒引当金繰入額 1,844 －

貸出金償却 6,657 4,591

株式等売却損 891 1,588

株式等償却 1,631 6,134

金銭の信託運用損 16 －

投資損失引当金繰入額 － 0

偶発損失引当金繰入額 410 194

睡眠預金払戻損失引当金繰入額 245 －

その他の経常費用 ※2  6,971 1,385

経常利益 23,139 27,662

特別利益 2,592 4,557

固定資産処分益 6 0

貸倒引当金戻入益 － 3,702

睡眠預金払戻損失引当金戻入益 － 49

償却債権取立益 2,585 805

特別損失 1,604 188

固定資産処分損 1,048 84

減損損失 ※3  556 2

その他の特別損失 － ※4  100

税引前当期純利益 24,126 32,031

法人税、住民税及び事業税 4 0

法人税等調整額 7,336 6,827

法人税等合計 7,341 6,827

当期純利益 16,785 25,203
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 247,231 247,260

当期変動額   

新株の発行 28 43

当期変動額合計 28 43

当期末残高 247,260 247,303

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 15,367 15,395

当期変動額   

新株の発行 28 43

当期変動額合計 28 43

当期末残高 15,395 15,439

資本剰余金合計   

前期末残高 15,367 15,395

当期変動額   

新株の発行 28 43

当期変動額合計 28 43

当期末残高 15,395 15,439

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 8,061 8,061

当期末残高 8,061 8,061

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △634 16,150

当期変動額   

当期純利益 16,785 25,203

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 16,785 25,203

当期末残高 16,150 41,354

利益剰余金合計   

前期末残高 7,426 24,211

当期変動額   

当期純利益 16,785 25,203

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 16,785 25,203

当期末残高 24,211 49,415
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △134 △137

当期変動額   

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 △137 △140

株主資本合計   

前期末残高 269,891 286,730

当期変動額   

新株の発行 56 86

当期純利益 16,785 25,203

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 16,839 25,287

当期末残高 286,730 312,018

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △14,373 31,225

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45,598 △8,644

当期変動額合計 45,598 △8,644

当期末残高 31,225 22,580

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △4,583 △5,787

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,204 694

当期変動額合計 △1,204 694

当期末残高 △5,787 △5,093

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △18,956 25,437

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 44,394 △7,950

当期変動額合計 44,394 △7,950

当期末残高 25,437 17,487
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

新株予約権   

前期末残高 155 290

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 135 95

当期変動額合計 135 95

当期末残高 290 385

純資産合計   

前期末残高 251,089 312,459

当期変動額   

新株の発行 56 86

当期純利益 16,785 25,203

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 44,529 △7,855

当期変動額合計 61,369 17,432

当期末残高 312,459 329,891
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【重要な会計方針】 

  

   

 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１ 特定取引資産・負債の評

価基準及び収益・費用の

計上基準 

 金利、通貨の価格、金融商品市場に

おける相場その他の指標に係る短期的

な変動、市場間の格差等を利用して利

益を得る等の目的(以下「特定取引目

的」という)の取引については、取引

の約定時点を基準とし、貸借対照表上

「特定取引資産」及び「特定取引負

債」に計上するとともに、当該取引か

らの損益を損益計算書上「特定取引収

益」及び「特定取引費用」に計上して

おります。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評

価は、有価証券及び金銭債権等につい

ては決算日の時価により、スワップ・

先物・オプション取引等の派生商品に

ついては決算日において決済したもの

とみなした額により行っております。 

 また、特定取引収益及び特定取引費

用の損益計上は、当事業年度中の受払

利息等に、有価証券、金銭債権等につ

いては、前事業年度末と当事業年度末

における評価損益の増減額を、派生商

品については前事業年度末と当事業年

度末におけるみなし決済からの損益相

当額の増減額を加えております。 

同左

２ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

 有価証券の評価は、子会社株式及び

関連会社株式については移動平均法に

よる原価法、その他有価証券で時価の

あるもののうち国内株式については事

業年度末前１カ月の市場価格の平均

等、それ以外については事業年度末日

の市場価格等に基づく時価法（売却原

価は主として移動平均法により算

定）、時価を把握することが極めて困

難と認められるものについては移動平

均法による原価法により行っておりま

す。なお、その他有価証券の評価差額

については、時価ヘッジの適用により

損益に反映させた額を除き、全部純資

産直入法により処理しております。 

同左
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 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

３ デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

 デリバティブ取引(特定取引目的の

取引を除く)の評価は、時価法により

行っております。 

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

  有形固定資産の減価償却は、建物

については定額法(ただし、建物附

属設備については定率法)、その他

については定率法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

     建 物 ３年～50年 

     その他 ２年～20年 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

同左

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

  無形固定資産の減価償却は、定額

法を採用しております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基

づいて償却しております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

同左

 (3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係る「有形固定資産」及び

「無形固定資産」中のリース資産の

減価償却は、原則として自己所有の

固定資産に適用する方法と同一の方

法を採用しております。 

(3) リース資産 

同左

５ 繰延資産の処理方法  社債発行費は発生時に全額費用とし

て処理しております。 

同左

６ 外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、取得時の為替

相場による円換算額を付す子会社株式

を除き、主として決算日の為替相場に

よる円換算額を付しております。 

同左
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 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  貸倒引当金は、予め定めている償
却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。 

(1) 貸倒引当金 
  貸倒引当金は、予め定めている償
却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。 

   破産、特別清算等法的に経営破綻
の事実が発生している債務者(以下
「破綻先」という)に係る債権及び
それと同等の状況にある債務者(以
下「実質破綻先」という)に係る債
権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額
から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、
その残額を計上しております。ま
た、現在は経営破綻の状況にない
が、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者(以下「破
綻懸念先」という)に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち、債
務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。 

  破産、特別清算等法的に経営破綻
の事実が発生している債務者(以下
「破綻先」という)に係る債権及び
それと同等の状況にある債務者(以
下「実質破綻先」という)に係る債
権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額
から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、
その残額を計上しております。ま
た、現在は経営破綻の状況にない
が、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者(以下「破
綻懸念先」という)に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち、債
務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。 

   破綻懸念先及び貸出条件緩和債権
等を有する債務者で与信額が一定額
以上の大口債務者のうち、債権の元
本の回収及び利息の受取りに係るキ
ャッシュ・フローを合理的に見積も
ることができる債権については、当
該キャッシュ・フローを貸出条件緩
和実施前の約定利子率で割引いた金
額と債権の帳簿価額との差額を貸倒
引当金とする方法(キャッシュ・フ
ロー見積法)により引き当てており
ます。また、当該大口債務者のう
ち、将来キャッシュ・フローを合理
的に見積もることが困難な債務者に
対する債権については、個別的に予
想損失額を算定し、引き当てており
ます。 

  破綻懸念先及び貸出条件緩和債権
等を有する債務者で与信額が一定額
以上の大口債務者のうち、債権の元
本の回収及び利息の受取りに係るキ
ャッシュ・フローを合理的に見積も
ることができる債権については、当
該キャッシュ・フローを貸出条件緩
和実施前の約定利子率で割引いた金
額と債権の帳簿価額との差額を貸倒
引当金とする方法(キャッシュ・フ
ロー見積法)により引き当てており
ます。また、当該大口債務者のう
ち、将来キャッシュ・フローを合理
的に見積もることが困難な債務者に
対する債権については、個別的に予
想損失額を算定し、引き当てており
ます。 

   上記以外の債権については、過去
の一定期間における貸倒実績等から
算出した予想損失率に基づき計上し
ております。特定海外債権について
は、対象国の政治経済情勢等に起因
して生ずる損失見込額を特定海外債
権引当勘定として計上しておりま
す。 

  上記以外の債権については、過去
の一定期間における貸倒実績等から
算出した予想損失率に基づき計上し
ております。特定海外債権について
は、対象国の政治経済情勢等に起因
して生ずる損失見込額を特定海外債
権引当勘定として計上しておりま
す。 

   すべての債権は、資産の自己査定
基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査し
ており、その査定結果に基づいて上
記の引当を行っております。 

  すべての債権は、資産の自己査定
基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査し
ており、その査定結果に基づいて上
記の引当を行っております。 

   なお、破綻先及び実質破綻先に対
する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保
証による回収が可能と認められる額
を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、
その金額は24,046百万円でありま
す。 

  なお、破綻先及び実質破綻先に対
する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保
証による回収が可能と認められる額
を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、
その金額は16,809百万円でありま
す。 
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 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

 ――――――

 
(2) 投資損失引当金 

  投資損失引当金は、投資に対する

損失に備えるため、有価証券の発行

会社の財政状態等を勘案して必要と

認められる額を計上しております。 
 (2) 賞与引当金 

  賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

同左

 (3) 退職給付引当金 

  退職給付引当金（含む前払年金費

用）は、従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。また、数理計算上の差異は、

各発生年度における従業員の平均残

存勤務期間内の一定年数（10年～14

年）による定額法に基づき按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から

損益処理しております。 

(4) 退職給付引当金 
同左

 (4) 偶発損失引当金 
  偶発損失引当金は、信託取引に関
して将来発生する可能性のある損失
を個別に合理的に見積もり、必要と
認められる額を計上しております。 

(5) 偶発損失引当金 
同左

 (5) 睡眠預金払戻損失引当金 
  睡眠預金払戻損失引当金は、負債
計上を中止した預金について、将来
の払戻請求に応じて発生する損失を
見積もり、必要と認められる額を計
上しております。 

(6) 睡眠預金払戻損失引当金 
同左
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 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

８ ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ 
  金融資産・負債から生じる金利リ
スクのヘッジ取引に対するヘッジ会
計の方法として、繰延ヘッジ又は時
価ヘッジを適用しております。 

  小口多数の金銭債権債務に対する
包括ヘッジについて、「銀行業にお
ける金融商品会計基準適用に関する
会計上及び監査上の取扱い」(日本
公認会計士協会業種別監査委員会報
告第24号。以下「業種別監査委員会
報告第24号」という)を適用してお
ります。 

  ヘッジ有効性の評価は、小口多数
の金銭債権債務に対する包括ヘッジ
について以下のとおり行っておりま
す。 
(ⅰ)相場変動を相殺するヘッジにつ
いては、ヘッジ対象となる預金・
貸出金等とヘッジ手段である金利
スワップ取引等を一定の期間毎に
グルーピングのうえ特定し有効性
を評価しております。 

(ⅱ)キャッシュ・フローを固定する
ヘッジについては、ヘッジ対象と
ヘッジ手段の金利変動要素の相関
関係を検証し有効性を評価してお
ります。 

  個別ヘッジについてもヘッジ対象
とヘッジ手段の相場変動またはキャ
ッシュ・フロー変動を比較し、両者
の変動額等を基礎にして、ヘッジの
有効性を評価しております。 

  また、当事業年度末の貸借対照表
に計上している繰延ヘッジ損益のう
ち、「銀行業における金融商品会計
基準適用に関する当面の会計上及び
監査上の取扱い」(日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第15号)
を適用して実施しておりました多数
の貸出金・預金等から生じる金利リ
スクをデリバティブ取引を用いて総
体で管理する従来の「マクロヘッ
ジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、
「マクロヘッジ」で指定したそれぞ
れのヘッジ手段等の残存期間にわた
って、資金調達費用又は資金運用収
益として期間配分しております。 

  なお、当事業年度末における「マ
クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損
失は6,678百万円（税効果額控除
前）、繰延ヘッジ利益は6,406百万
円（同前）であります。 

(イ)金利リスク・ヘッジ 
  金融資産・負債から生じる金利リ
スクのヘッジ取引に対するヘッジ会
計の方法として、繰延ヘッジ又は時
価ヘッジを適用しております。 

  小口多数の金銭債権債務に対する
包括ヘッジについて、「銀行業にお
ける金融商品会計基準適用に関する
会計上及び監査上の取扱い」(日本
公認会計士協会業種別監査委員会報
告第24号。以下「業種別監査委員会
報告第24号」という)を適用してお
ります。 

  ヘッジ有効性の評価は、小口多数
の金銭債権債務に対する包括ヘッジ
について以下のとおり行っておりま
す。 
(ⅰ)相場変動を相殺するヘッジにつ
いては、ヘッジ対象となる預金・
貸出金等とヘッジ手段である金利
スワップ取引等を一定の期間毎に
グルーピングのうえ特定し有効性
を評価しております。 

(ⅱ)キャッシュ・フローを固定する
ヘッジについては、ヘッジ対象と
ヘッジ手段の金利変動要素の相関
関係を検証し有効性を評価してお
ります。 

  個別ヘッジについてもヘッジ対象
とヘッジ手段の相場変動またはキャ
ッシュ・フロー変動を比較し、両者
の変動額等を基礎にして、ヘッジの
有効性を評価しております。 

  また、当事業年度末の貸借対照表
に計上している繰延ヘッジ損益のう
ち、「銀行業における金融商品会計
基準適用に関する当面の会計上及び
監査上の取扱い」(日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第15号)
を適用して実施しておりました多数
の貸出金・預金等から生じる金利リ
スクをデリバティブ取引を用いて総
体で管理する従来の「マクロヘッ
ジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、
「マクロヘッジ」で指定したそれぞ
れのヘッジ手段等の残存期間にわた
って、資金調達費用又は資金運用収
益として期間配分しております。 

  なお、当事業年度末における「マ
クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損
失は2,337百万円（税効果額控除
前）、繰延ヘッジ利益は2,125百万
円（同前）であります。 
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 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

 (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

  外貨建金融資産・負債から生じる

為替変動リスクに対するヘッジ会計

の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及

び監査上の取扱い」(日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第25

号。以下「業種別監査委員会報告第

25号」という)に規定する繰延ヘッ

ジによっております。 

  ヘッジ有効性評価の方法について

は、外貨建金銭債権債務等の為替変

動リスクを減殺する目的で行う通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引

等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で

ある外貨建金銭債権債務等に見合う

ヘッジ手段の外貨ポジション相当額

が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

  外貨建金融資産・負債から生じる

為替変動リスクに対するヘッジ会計

の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及

び監査上の取扱い」(日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第25

号。以下「業種別監査委員会報告第

25号」という)に規定する繰延ヘッ

ジによっております。 

  ヘッジ有効性評価の方法について

は、外貨建金銭債権債務等の為替変

動リスクを減殺する目的で行う通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引

等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で

ある外貨建金銭債権債務等に見合う

ヘッジ手段の外貨ポジション相当額

が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

 また、外貨建その他有価証券（債

券以外）の為替変動リスクをヘッジ

するため、事前にヘッジ対象となる

外貨建有価証券の銘柄を特定し、当

該外貨建有価証券について外貨ベー

スで取得原価以上の直先負債が存在

していること等を条件に包括ヘッジ

として時価ヘッジを適用しておりま

す。 

 (ハ)内部取引等 

  デリバティブ取引のうち特定取引

勘定とそれ以外の勘定との間(又は

内部部門間)の内部取引について

は、ヘッジ手段として指定している

金利スワップ取引及び通貨スワップ

取引等に対して、業種別監査委員会

報告第24号及び同第25号に基づき、

恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が

可能と認められる対外カバー取引の

基準に準拠した運営を行っているた

め、当該金利スワップ取引及び通貨

スワップ取引等から生じる収益及び

費用は消去せずに損益認識又は繰延

処理を行っております。 

(ハ)内部取引等 

同左

９ 消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税(以下「消費

税等」という)の会計処理は、税抜方

式によっております。ただし、有形固

定資産に係る控除対象外消費税等は当

事業年度の費用に計上しております。 

同左
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【会計方針の変更】 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号

平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準第23号平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号平成20年12月26日）が平成21年４月１日

以後開始する事業年度から早期適用することができるこ

とになったことに伴い、当事業年度からこれらの会計基

準等を適用しております。 

 

――――――

(金融商品に関する会計基準) 

 当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号平成20年３月10日）を適用しておりま

す。 

  これにより、従来の方法に比べ、買入金銭債権は633

百万円増加、有価証券は549百万円減少、繰延税金資産

は34百万円減少、貸倒引当金は45百万円減少、その他有

価証券評価差額金は49百万円増加し、経常利益および税

引前当期純利益は、それぞれ45百万円増加しておりま

す。 

 

――――――

―――――― (資産除去債務に関する会計基準) 

 当事業年度から、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号平成20年３月31日）を適用しております。

なお、これにより税引前当期純利益が116百万円減少し

ております。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

   

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※１ 関係会社の株式総額 14,599百万円
 

※１ 関係会社の株式総額 14,629百万円

※２ 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸

し付けている有価証券が、国債に25,419百万円含ま

れております。 

※２ 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸

し付けている有価証券が、国債に25,590百万円含ま

れております。 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額は3,675百万円、延

滞債権額は27,912百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

金」という)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令

第97号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げ

る事由又は同項第４号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

以外の貸出金であります。 

※４ 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,060百

万円であります。 

   なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の

支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないも

のであります。 

※５ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は12,936百万

円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の

債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。 

※６ 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権

額及び貸出条件緩和債権額の合計額は45,585百万円

であります。 

   なお、上記３から６に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額は1,596百万円、延

滞債権額は35,107百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

金」という)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令

第97号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げ

る事由又は同項第４号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

以外の貸出金であります。 

※４ 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は96百万円

であります。 

   なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の

支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないも

のであります。 

※５ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は13,533百万

円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の

債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。 

※６ 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権

額及び貸出条件緩和債権額の合計額は50,334百万円

であります。 

   なお、上記３から６に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。 
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前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※７ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づ

き金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及

び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で

自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

面金額は、953百万円であります。 

※７ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づ

き金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及

び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で

自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

面金額は、498百万円であります。 

※８ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

 
    担保資産に対応する債務 

 
   上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の

担保として有価証券131,526百万円を差し入れてお

ります。なお、子会社及び関連会社の借入金等の担

保として提供している資産はありません。また、そ

の他の資産のうち保証金は7,538百万円でありま

す。 

有価証券 916,723百万円

貸出金 444,475百万円

預金 1,741百万円

コールマネー 134,000百万円

債券貸借取引受入担保金 

借用金 

239,315百万円

281,900百万円

※８ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

 
    担保資産に対応する債務 

 
   上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の

担保として有価証券127,061百万円を差し入れてお

ります。なお、子会社及び関連会社の借入金等の担

保として提供している資産はありません。また、そ

の他の資産のうち保証金は7,285百万円でありま

す。 

有価証券 1,506,710百万円

貸出金 370,706百万円

預金 7,555百万円

コールマネー 130,000百万円

債券貸借取引受入担保金 

借用金 

190,798百万円

765,670百万円

※９ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ

イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す

る契約であります。これらの契約に係る融資未実行

残高は、915,103百万円であります。このうち原契

約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で

取消可能なものが778,430百万円あります。 

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ

る旨の条項が付けられております。 

※９ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ

イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す

る契約であります。これらの契約に係る融資未実行

残高は、1,027,397百万円であります。このうち原

契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件

で取消可能なものが903,551百万円あります。 

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ

る旨の条項が付けられております。 

   また、契約時において必要に応じて不動産・有価

証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的

に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を

把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。 

   また、契約時において必要に応じて不動産・有価

証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的

に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を

把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。 

― 192 ―



  

 
  

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※10 有形固定資産の減価償却累計額 25,616百万円
 

※10 有形固定資産の減価償却累計額 26,046百万円

※11 有形固定資産の圧縮記帳額 1,090百万円

   (当事業年度圧縮記帳額 ─百万円)
 

※11 有形固定資産の圧縮記帳額 1,077百万円

  (当事業年度圧縮記帳額 ─百万円)

※12 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位

である旨の特約が付された劣後特約付借入金20,000

百万円が含まれております。 

※12 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位

である旨の特約が付された劣後特約付借入金20,000

百万円が含まれております。 

※13 社債は全額劣後特約付社債であります。 ※13 社債は全額劣後特約付社債であります。 

 14 元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信

託905,321百万円、貸付信託26,251百万円でありま

す。 

 14 元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信

託836,180百万円、貸付信託383百万円であります。 

 15 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を

受けております。 

   剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第

４項(資本金の額及び準備金の額)の規定にかかわら

ず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に

５分の１を乗じて得た額を利益準備金として計上し

ております。 

 15 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を

受けております。 

   剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第

４項(資本金の額及び準備金の額)の規定にかかわら

ず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に

５分の１を乗じて得た額を利益準備金として計上し

ております。 
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(損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

※１ 「その他の経常収益」には、退職給付信託設定益

6,731百万円を含んでおります。 

――――――

※２ 「その他の経常費用」には、信用リスク減殺取引

に係る費用5,232百万円を含んでおります。 

――――――

※３ 「特別損失」として、以下の資産についての減損

損失556百万円を計上しております。 

 
   上記の営業用店舗については、店舗毎に資産をグ

ルーピングし、回収可能価額が帳簿価額に満たない

部分を減損損失としております。なお、これらにつ

いては、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳

簿価額に満たないことから減損損失を認識しており

ます。また、当事業年度の減損損失の測定に使用し

た回収可能価額は正味売却価額であります。正味売

却価額は、鑑定評価額等に基づき算定しておりま

す。 

地域 主な用途 種類 
減損損失
(百万円) 

首都圏 
営業用店舗 
(９店舗) 

土地、建物、什器 488 

その他 
営業用店舗 
(３店舗) 

建物、什器 68 

――――――

―――――― ※４ 「その他の特別損失」は、全額、資産除去債務に

関する会計基準を適用したことに伴う前事業年度末

までの税引前当期純利益に係る累積的影響額であり

ます。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  普通株式の増加は単元未満株式の買取(36千株)によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたこ

と(５千株)によるものであります。 

  

Ⅱ 当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  普通株式の増加は単元未満株式の買取(41千株)によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたこ

と(２千株)によるものであります。 

  

 
前事業年度末 

株式数 
(千株)

当事業年度
増加株式数 
(千株)

当事業年度
減少株式数 
(千株)

当事業年度末 
株式数 
(千株)

摘要

普通株式 825 36 5 856 (注) 

合計 825 36 5 856  

 
前事業年度末 

株式数 
(千株)

当事業年度
増加株式数 
(千株)

当事業年度
減少株式数 
(千株)

当事業年度末 
株式数 
(千株)

摘要

普通株式 856 41 2 895 (注) 

合計 856 41 2 895  
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(リース取引関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１ ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

(ア)有形固定資産 

主として、什器・備品であります。 

(イ)無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

１ ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

(ア)有形固定資産 

同左 

(イ)無形固定資産 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を

行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引 

該当ありません。 

(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を

行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引 

該当ありません。 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

・オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

  記載すべき重要なものはありません。 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

・オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

１年内 2,647百万円

１年超 5,294百万円

合計 7,942百万円
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(有価証券関係) 

Ⅰ 前事業年度(平成22年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式は、全て市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものであります。貸借対照表計上額は、子会社株式11,849百万円、関連会社株式2,750百万

円であります。 

  

Ⅱ 当事業年度(平成23年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式は、全て市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものであります。貸借対照表計上額は、子会社株式11,879百万円、関連会社株式2,750百万

円であります。 
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(税効果会計関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産 

 貸倒引当金 13,789百万円

 有価証券有税償却 61,095百万円

 退職給付引当金 10,726百万円

 繰越欠損金 28,155百万円

 その他有価証券評価差額金 4,947百万円

 繰延ヘッジ損失 3,955百万円

 その他 16,397百万円

繰延税金資産小計 139,068百万円

評価性引当額 △95,850百万円

繰延税金資産合計 43,218百万円

繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 △8,800百万円

 退職給付信託設定益 △6,053百万円

 その他 △745百万円

繰延税金負債合計 △15,599百万円

繰延税金資産の純額 27,618百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産 

 貸倒引当金 11,262百万円

 有価証券有税償却 60,097百万円

 退職給付引当金 12,315百万円

 繰越欠損金 15,610百万円

 その他有価証券評価差額金 6,046百万円

繰延ヘッジ損失 3,481百万円

 その他 13,249百万円

繰延税金資産小計 122,063百万円

評価性引当額 △86,118百万円

繰延税金資産合計 35,944百万円

繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 △7,327百万円

 退職給付信託設定益 △6,053百万円

 その他 △582百万円

繰延税金負債合計 △13,963百万円

繰延税金資産の純額 21,980百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.6%

  (調整) 

  評価性引当額の増減によるもの △5.9%

  受取配当金益金不算入等の永久差異 △4.4%

 その他 0.1%

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.4%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.6%

  (調整)  
  評価性引当額の増減によるもの △15.5%

  受取配当金益金不算入等の永久差異 △3.9%

 その他 0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.3%
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(１株当たり情報) 
  
  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。 

   

 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 円 22.75 25.75 

１株当たり当期純利益金額 円 3.34 4.57 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 2.12 3.18 

 
前事業年度末

(平成22年３月31日)
当事業年度末

(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額 百万円 312,459 329,891 

純資産の部の合計額から 
控除する金額 

百万円 198,149 200,456 

(うち優先株式払込金額) 百万円 (197,858) (197,858)

(うち優先配当額) 百万円 (―) (2,212)

(うち新株予約権) 百万円 (290) (385)

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 114,309 129,434 

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた期末の普通株式の数 

千株 5,024,514 5,025,321 

 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 百万円 16,785 25,203 

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― 2,212 

 (うち優先配当額) 百万円 (―) (2,212)

普通株式に係る当期純利益 百万円 16,785 22,991 

普通株式の期中平均株式数 千株 5,024,442 5,025,204 

 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

 当期純利益調整額 百万円 ― 2,212 

  (うち優先配当額) 百万円 (―) (2,212)

 普通株式増加数 千株 2,890,392 2,891,962 

  (うち第一回第一種優先 
株式) 

千株 (949,563) (949,563)

  (うち第二回第三種優先 
株式) 

千株 (1,938,400) (1,938,400)

  (うち新株予約権) 千株 (2,429) (3,999)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり当期純
利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

────── ──────
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(重要な後発事象) 

  

   
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

 

――――――  株式会社みずほフィナンシャルグループ（以下「みず

ほフィナンシャルグループ」）、及びみずほ信託銀行株

式会社（以下「みずほ信託銀行」）は、平成23年４月28

日開催の各社取締役会において、みずほ信託銀行を株式

交換により、みずほフィナンシャルグループの完全子会

社とすることを決定し、株式交換契約を締結いたしまし

た。 

 なお、本件株式交換の効力発生日に先立つ平成23年８

月29日に、みずほ信託銀行の普通株式は東京証券取引所

市場及び大阪証券取引所市場において上場廃止（最終売

買日は平成23年８月26日）となる予定です。 

 詳細につきましては、連結財務諸表の「注記事項（重

要な後発事象）」をご参照ください。 
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④ 【附属明細表】 

当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで) 

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 有形固定資産の金額が資産総額の1％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の1％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末
減価償却 
累計額又は 
償却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産     

 建物 ─ ─ ─ 29,400 17,342 786 12,057 

 土地 ─ ─ ─ 14,295 ─ ─ 14,295 

 リース資産 ─ ─ ─ 905 895 52 10 

 建設仮勘定 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 その他の 
 有形固定資産 

─ ─ ─ 10,491 7,808 408 2,682 

有形固定資産計 ─ ─ ─ 55,092 26,046 1,246 29,046 

無形固定資産     

 ソフトウェア ─ ─ ─ 43,593 24,205 7,739 19,387 

 リース資産 ─ ─ ─ 144 142 22 1 

 その他の 
 無形固定資産 

─ ─ ─ 294 ─ ─ 294 

無形固定資産計 ─ ─ ─ 44,032 24,348 7,761 19,684 

その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
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【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 一般貸倒引当金の当期減少額の「その他」は洗替による取崩額であります。 

２ 個別貸倒引当金の当期減少額の「その他」は洗替による取崩額であります。 

３ 特定海外債権引当勘定の当期減少額の「その他」は洗替による取崩額であります。 

４ 偶発損失引当金の当期減少額の「その他」は洗替による取崩額であります。 

５ 睡眠預金払戻損失引当金の当期減少額の「その他」は洗替による取崩額であります。 

  

○ 未払法人税等 

  

 
  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 22,891 18,127 1,062 21,829 18,127 

一般貸倒引当金 18,370 14,802 ─ 18,370 14,802 

個別貸倒引当金 4,521 3,324 1,062 3,459 3,324 

うち非居住者向け 
債権分 0 0 ─ 0 0 

特定海外債権引当勘定 0 0 ─ 0 0 

投資損失引当金 ─ 0 ─ ─ 0 

賞与引当金 1,972 1,956 1,972 ─ 1,956 

偶発損失引当金 13,121 13,315 ─ 13,121 13,315 

睡眠預金払戻損失引当金 1,200 1,150 ─ 1,200 1,150 

計 39,185 34,550 3,034 36,151 34,550 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

未払法人税等 466 385 360 18 472 

未払法人税等 86 0 0 ─ 87 

未払事業税 380 385 361 18 385 
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